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木稿は，戦後期間のタイムシリーズ分析により， 11*の農業生産における

資木労働!日Jf~符弾力性を，;1 訊IJすることを怠 I~ している。かかる試みも，資本

労働問代替W)J性がハ口ッド・ドーマモデノレうれこよってぶされる経済成長経

路の安定性の問題与産業内の技術進歩の性格吟味の問題等に時な情報を提

供するものであるにもかかわらず， 日本の農業生産分析に関して，

例が極めて少ないことから従来の分析と比較して以下のようなアプローチは

意義あるものと考える。

その計測

I 

1 ) Nerlove， Marc，“Recent Empirical Studies of the CES and Related 
Production Functions ".， in Murray Brown (ed)，" The Theory and 
Empirical Analysis of Production" Columbia University Press， 
N. Y.， 1967. 
2)新谷正彦，速水仙次郎「農業におげる要素結合と偏1:'.打1']技術進歩J大)11一司
南亮進編「近代R木の経済活辰一長期経済統計による分析 -j東洋経済，
pp. 228-248. 
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本稿は，次の二二}，f，(において，従来の類似の研究例と相違する。

(1)蝉力性計測に H.Thornb巴rの非線形計測方法を適用したこと。

(2)労働のllij'It'，J ~'í り強伎の変化を肋案したこと O

従米，資本労働問i代替弾力性は Arrow et)al.の示した方法で計測されて

きた。即ち，二要素モデルの CES 生産関数を要jf~で偏微分して要素の限

界~t産力の理論値を求め，それを，市場の完全競争と生産者の利潤最大化行

動を前提することで，要素の市場!日Ii格と等しいとおくことにより計測式を線

形化して，それに最小自乗法を適用する方法であるO 弾力性の計測方法とし

て，他に J.EErnerlta)や H.Binswanger〉等の示したテイラー展開による近

似法が存在するが，最も一般的に用いられているのは，この方法であるO

この一般的計測方法を日本における戦後期間のタイムシリーズ分析に基づ

く農業生産の例に適用した場合，次の}，~、が問題となる。 (1) 要素市場が完全競

争であったとは考えガハ、こと， また， (2) たとえ大企lf把な観点から，完全競~ír

がほぼ支配的であったと仮定しても，山度成長のJ;~ 7J~~~ を 'llH く受けて多くの杭

済現象が相対的に人4 きく変化していたと巧えられる則!日]を長くJjつ戦後列lで

は，要素の限界~I:.}& 物についても， J1i!論([lf(と実際([({のIUJに常にタイムラグが

存イI~ して í ， lリct，が常に大きく五16ffllí していたと充分考えられること，である。

こうした問題の1'F(Jーは， ~ìì!))性，:Iìl[l!のための従:-Kの一般 (1サ方法が， この期間

の日本農業生産にIKlする分析子法としては，必ずしも適当な方法ではないこ

とを示唆しているO それ故，本稿ではその点を考慮して， このような問題に

抵触しない H.Thornberの CES 生産関数の非線形計測法の適用を試みる

こととした。

次に，木材iで、は分析期間において，農業生産に投入された労働の時間当り

強度の変化が考慮される。このことは次の理由による。

戦後の日本農業は，かつて例を見ない急速な機械化の進展を経験した。こ

3) Arrow， K..r. Chenery， B. S. Minhas and R. M. Sosow，“Capitalー
Labor Substitution and Economic Efficiency "， Review of Economics 
and Statistics， Aug.， 1961， pp. 225-250. 
4) Kmenta， J.，“On Estimation of the CES Production Function "， In-
ternational Economic Review， vol. 8， No. 2， June， 1967， pp. 180ー 189.
5) Binswanger， Hans P.，“A Cost Function Approach to the Measure-
ment of Elasticities of Factor Demand and Elasticities of Substitu-
tion "， Am ]. Agr. Econ.， May， 1974. pp. 377-386 
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れを1匹1人経蛍の農家の所有する動力機械の金額でみると，昭和30年代前半か

ら40年代の後半に至る 20年足らずの期間に7倍以上の前力11となっている。か

かる急速な機械化は， 農業生産:に投入される労働力の人ーきさが通常労働日数

や労働時間の単位で測定される慣習の下では，その測定に特定のバイアスを

もたらすと考えられるo BIJち，機械が{t'Ji:に必要な人間の労働の時間当り強

度を軽減させる側面を無視して，機械化の未だ進展せざる時期の一時間当り

の労働力もそれが大きく進展した時期の一時間当りの労働も同一に評価する

バイアスである。機械が人間の労働時聞を短縮すると同時に時間当りの労働

強度をも軽減する性質を有することは明瞭な事実である。鍬のみで耕作する

労働より，耕うん機を押す労働の方が，同じ一時間であっても，はるかにエ

ネルギーの消耗度の少ないものであろうし，それにもまして，大型カルチベ

ーターを運転するのみの労働の方が更に車王いものであろうことは想像に難く

ない。かかる機械の性質に注目すれば，戦後期の日本農業生産に投下された

労働の時間当り強度がその急速な機械化の進肢に即}{:して急速に軽減されて

いったことが容易に理解される。 もし， こうした労働強度の変化を無視する

とすれば，羽実に資本が労働に代将する程度を大きく過小評価する結果を得

ることになるのは必定である O それ故，本稿では，簡単ーなモデルによって機

械化による労働強度の変化を示すインデックスを作成して，それによって，

労働力が労働時間で測定される場合のパイアスを是正するよう試みた。

なお，巻末に本稿の分析に用いられた CES生産関数非線形計測法のフォ

ートラン・プログラムを掲示するO

E 資本・労働閤代替弾力性の計測方法

H. Thornber による CES型生産関数の非線型計測法は次の理論に基つ与い

ている。

先ず，二要素モデノレの CES生産関数が次式で、示されているものとする。

Qt=A [IIK;-P+ClーのL;-PJ--peUt(t_I，...，n) (1) 

j主 6)H. Thornber，“The Elasticity of Substitution: Properties of Alter-
native Estimators "， manuscript， University of Chicago， 1966. or 
Arnold Zellner，" An Jntroduction to Bayesian Tnference in Econo. 
metrics ぺJohnWiley & Sons， New York， 1971， pp 169ー 183.
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(1)式を対数化して

log Qt=log A+v 叫[，広P十(l-o)Lt-PJーす}+ Ut (2) 

ここで，各々のパラメーターのとり得る範囲は以下のまnくである。
Oく dく 1

-1く pく∞

一∞<vく∞
OくAく∞

さて，計測には次の前提が必要とされる。出lち，誤差項 Ut(t=l， •••• n) 

は互いに独立であって平均がOで分散が σ2 である正規分布に従うものとす

る。更に.KtもL，も確率変数ではないか， 或はもし確率変数て、あれば， 誤

差項 Utと独立に分布するものであり， しかも，上記のパラメーターのいず

れをも台まないものとする。

いま .(2)式に個のデーターをあてはめるとして.(2)式を行列で、表わせば

y=xs+U ~ 

となる。但し，

( log Qil 1叫 [oK戸十c1一川P〕-Jj
y=1 1. x= j 

llo~ QnJ ¥i叫[aK山 (1ーのLP〕-ijJ

， log A; 

戸 1.

U 

U 

U" 

U1 

上記の前提の下で，サンプルの値の尤度関数は次式で与えられる。

L 
1.j-IJF U 1 =マ示五一号πlXp'-2瓦2-)

=--1一一ρvnr ーよ主二坐江主二~@.Lì
(2πσ2)nl' ~"t' l 2σ)  

μ)式を簡単化すれば

)
 

A
9
 
(
 

7)例えば J.Johnston.“Econometric Methods." 2nd. ed. pp. 135-152 
8) (Y-X{J)I (y-x{J)由民y-x'O)ー(x{l-xめJ'((y-x~)ー (xfJ -x~))=(yー
X'I)I (y-x脅〉ー(y-x'{i)1(x{l-x{I) (x{l-x'O)' (y←x~+(d-xft)' (x 
{l-x酌となるが (y-x'OY(x{l-x脅)も (xfJ-x倉)1(y_xj)も，ともに
零であるので (y-xB)'(y-x{J)=(y-X首)1(y-xtD + (x{J-'x1i') ， Cx{l-x'{J) 
=(y-xめ，(y-Xめ+cβ-~)' x'x(B-fi')となる。
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L(A， v， d，ρ!y， K， L)αJ- 1-l〔むFむ十σn eXPi -20 

(s -t)'州

となるo {Fl.し，

t=(X'X)-Ix'y 

むrむ=(y-xs)'(y-x戸)

なの記号は比例関係を示すものとする。

(5)式を対数化する。

(s) 

hflogdーかむ勺+(s-s)' x' x(sーの〕 何)

但し， ..f=log L 
(6)式を最大にする。と戸の値を求めるためにそれを σとFで偏微分して，

これをゼロとおし、て二式を解けば，次式が得られるo

~2=ユーむ'む
n 

s=s 

但し，tJ2 とPは最尤推定量を示す。
すなわち

Lluax =定数一?log(む， U) 

を得る O

(7) 

む'Uは占と ρの関数であるから， (7)式よりむ'Uの値を最小にする 8とρが

存在すれば，それが各々の最尤推定量であることがわかるO

こうした 8とρを求めるために， δとpがとり得る範囲の全ての値に関し

てのむrむの値を求めて，それらを比較する操作をしなければならなL、o pに

関しては， とり得る範囲がゼロから無限大までであるので， ρと次の関係に

あるえを考え， その』を dと同じくゼロから 1までの範囲で動かしてむFむ

を求めるO

件 1一一一1十ρ

A=__l 
-l+O 

{日し，ゅは代替の弾力性を示す。

(8) 

(9) 

- 39ー
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E 時間当り労働強度指数

先ず，或る一定期間内の農業生産に投入される労働の時間当り強度の平均

値を 1t，その|時の総労働畳を Lt.そして，総労働時間をhtとすれば，次式が

成り立つ。

Lt=ht・l， (1) 

即ち，1を生産を蛍む各農業労働者が種々の農作業を遂行するために放出し

なければならない時間当りエネルギーの産業内における平均値と考えるので

ある。無論これを客観的な尺度で実際に測定することは不可能であるから，1 

の持つ性質と矛盾をきたさぬようにスベシファイすることによって近似する

以外に方法はなL、。

さて ，1に以下の性質があることは認めてよいであろう。

(1)生産に用いられる機械の使用水準 M，の増加iとともに減少する Oこの場

合機械の使用水準は機械の効率単位で測定されるものとするO

(2)Mの増加は必ず lの減少をもたらし， M の減少は必ずの明力11をもたらす。

これは，機械を使用すれば，然らざるときより，必ず労働強度が軽減される

ということに外ならなし、。

(3)Mが無限大に接近するにつれて ，1 は本に接近する。当然 l は ~t~ f!であ

り， M ももとよりJド負の値である。

性質 (1)は次式で示される。

1=/(恥1) (2) 

d1 
一一くo ~ 
dM 

性質 (2)は，1とM が互いに一対ーで対応することを示すから， (2)式の述

続性を仮定すれば，1 は M の単調減少関数となり，二次微分の符号如何によ

り，次の三つのケースが存在するO

1¥1¥1¥ 
d21 
一一くOdM2 

d21 
dM2 

第|関

40 -
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このうちで， "ifである如何なる M の値に対しでも lが負にならない条件を

満たし得るのは(c)のケースのみであるO 即ち，満たされねばならな1，，1の性

質の一つは

であるO

d21 
i\~2> 0 dM 

μ) 

(2)， (3)，μ)式と性質(3)の条件を満足する関数型の最も簡単な例は双曲線で

あろう O 即ち，

l=土
恥f

(11し，kは未知の定数である。

(5) 

:JY.llll f:必の M→ 0， 1 →∞である性質については，労働人口が所与のとき， M

の或る一定水準 M，以下の値では，人間のだし得る最大限の強度， l，をもっ

てしでも所定の生産水準Q，を維持し得ないと似定すれば，説明可能であ

4 

E 

o ，:;; H 作7

第 E 図

るO 即ち，次図である。従って ，1もM も

Oくl<人MくMく∞の範聞で;む:味を持

つ。さて Mによって決定される変数が他

にあると想定した場合の lについての識別

の問題であるが，その場合の制約条件はCi)

M のみの関数である。(ii)M の減少関数

であるo C iii )二次微分が正である。 Civ) 

M →∞， 1 →Oである。 Cv) M → M， 1 →lであるO 以上五つであるので

議別可能であると考えられる。

(5)式から

[， =--~ '~-M， 
(6) 

が得られるので，1についての指数作成が可能となる。先ず，基準時の労働

強度，1ο，て引(iJることを考えて ，t J1:Jlの労働強度，l" をl。で割れば，

Mυ 

41 
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(7) 

(7)式で、得たんを (1)式に代入することによって，労働の時間当り強度を考慮

した場合の労働j去を什測することができる。 しかし， もとより労働強度を実

際に正確に ìJ!lj定する完全な力法ではないのだから，~然、，かかる近似法を採

用した故の誤差を招う|ぐすることが予想されるO つまるところは， 明らかに存

在すると考えられる労働強度の変化を変化なしと見なしてJ十il!リするか，或は，

このような簡単な近似法を用し、ても是正策をとった方がよいかの選択とな

る。それ故，それ程機械化の進肢が著しいとは考えられない状況の Fでは，

こうした方法は必ずしも有効ではなL、かも知れないが，戦後期の日本農業の

ような状況では一つの有効な方法と考えられる。

IV 代替弾力性の計測結果

実際の計測にあたっては，次のような方法をとらざるを得なかった。

先ず， M の値には，個人経営の農家所有の動力機械の金額とした。機械の

効率の変化は金額で表示されているものと仮定されているO 従って， より性

能の良い機械がより安価になっていたとはJ考えないのである。 また，機械の

実際の利用度も分析j!:)J間 (H日和26年~昭和48:4三〕を通じてそれ程変化がない

と考えられているO

次に， CES生産関数の三要素モデルは関数形自体の制約〆厳しいことと電

子計算機の費用も小さくないので，土地要素をデフレーターとしてJ甘いて関

数より除去した。分析期間の中点である昭和36，37， 38年の主F均の土地・産

出比率が1となるような土 i也のインデックスをi'FJ戎して産出をデプレートし

た。土地生産性の時間を通じての変化がほぼ一定であれば， このような方法

を用し、てもそれ程大きなバイアスをf~"つ結果;にはならないと考えられる。

計測には次のデーターが用いられた。

9)資本については，昭和43年以降，労働時間については，昭和46年以降， また
産出については， [1百和45年以降， のデーターは後述の各データーと桜続が可
能となるように抗討してつけ加えた。

10) Uzawa. Hirohumi，“ Production Function with Constant E1asticities 
of Substitution "， Review of Rconol/lic S ludies. VoL 29， No. 4， 
Oct， 1962. 
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資本:速水佑次郎氏推計担よる「農業生産要素の投入」の固定資本で，勤

続物，農機共，建物，の合，\1で 1934~1936 年間定価格表示のものである O

労働時間:新作正彦氏招J十2労働日数を八(g.して用いた。
産出:資本の場合と同じ出典で速水氏の紙，~Iーによる農業総産出で，やは

り， 1934~1936年間定価絡去示のものである。

iv-JJ ))機械:民休名「農林業七ンサスJ i農業調究」より，動力耕うん機，

tE用トラクター，動力噴霧機，動力散粉機，動力回値機，稲麦用動力刈取

機，白脱型コンパイン，米麦用乾燥機，農用トラック，オート三輪車の合計

金額である。

土地:新谷氏による延べ作付面積を用いた;

以上のデーターを用いてEに述べた計測法に基づいて計測がなされた。電

子計算機が使用されたが，費用の都合で 8と」の値を初めから細かく刻まず

に0.1刻みにして，その場合の最適点の近傍を更に 0.1刻みにして計測した

ので，その)，'Kに関する多少のi誤主はあると考えられる。

J l-iJlリの結果は次の通りであった。

労働の強度をJ考慮しない場合

代替弾))性 0.58 

'ti本分配率 0.64 

労働の強度を均!怠した場合

代替開j)性 1.20 

資本分配本 0.51 

際ì~ミ Jn;手 0.239

th準誤差 0.941 

標準誤差 0.451 

標準誤差 0.980 

以上のυ|測結果に見られる如く，労働の強度を考慮、した場合の代替磁力性

の方が，それを必!怠しない場合の代替断力性よりはるかに大きL、。この結果

は，二つの場合のパラメーターの安定性の点からも信頼し得るものと思われ

るO これは，機械化の過程で、は労働強度を考慮した場合の労働力の方が単に

労働時間のみで測定した労働力より小さいものとなることを思えば， より少

ない労働力が同等の資本と結合して同等の産出をもたらすという，それだけ

1]) 迷水仙次郎円 4~!1~'!nのliZ1ミ過fi¥c::iiIJ50i: pp. 196--210. 
12)新谷jE彦「農菜市門の労働力フローの推計(1874ー1970)に関するノート」
西南大学「経済学論集」第八巻第 l号， 1973{下6JJ PP. 55 -99. 
13)資料のtI~典(土注 12に同じ。
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労働と資本との I~:j¥，、代将の状態を説明するもので，我々の市議的見解とも一

致する。

V 結

本杭では，戦後の日木の12 業生産における資本と労働との代符~q1力|生を次

の二点に仰;立して計測した。 (1)投入要京の限界生産物が要素の央際のTU場!uli

1九に等しいという仮定を必要としない CES型生産凶器〔の非線形;;['iJ!li法を用い

た。 (2)戦後の日本農業生産の急速な機械化による投業労働の H~'[間当り強度の

変化を簡単なモデルで、考慮した。

計測により，代替弾力性の値は，労働のl時間当り強度を考慮した場合の方

が，それを考慮しない場合より，大きいという結果を得た。 J栓計{直は，統計

的にも安定したものであるし，我々の常識的見解とも一致するところから次

のことが結論づけられる。 日本の農業生産に閲して戦後の期間のタイムシリ

ーメ分析から得られた従来の資本労働問代替部力性の推計値は，資本が労働

の|時間当り強度を軽減するという代替性を無視することから，実際の代替弾

力性を過小に評価したものであり，機械が人間の労働強度をも軽減する側面

を考慮すれば，代替弾力性の伯はもっと大きいものと劣えられる。

付l

CES生産関数の非線型;:liJ11J法のためのブオートランプログラム

C THE THORNBER'S ESTlMATlON METHOD OF THE CES PRODUC-

TION FUNCTION 

DIMENSION Q (30)， AK (30)， AL (30)， Y (30)， YHAT (30)， U (30)， 

X (30)， QQ (30)， 

1 VALUE (11， 11) 

READ (5， 5) N， KlZAMI 

5 FORMAT (215) 

S=N 

READ (5， 10) (Q (0， J = 1， N) 

10 FORMAT C 7 F 10.0) 

READ σ， 19) (AK (f)， 1=1， n) 
19 FORMAT (14 F 5.0) 

READ (5， 10) (AL (1)， J=1， N) 
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READ (5， 12) SLD， UPD， SLR， UPR 

12 FORMAT (4 F 10.2) 

W則 TE(6， 90) 

90 FORMAT (lHl， ///， 2X，‘ ORIGTNAL DATA') 

WRITE (6， 91) 

91 FORMAT (IHO， 2X，‘OUTPUT') 

WRITE (6， 92) (Q (f)， I~ 1， N) 

92 FORMAT (IHO， 5X， 10F12.0) 

WRTTE (6， 93) 

93 FORMAT (!HO， 2X，‘CAPITAL') 

WRITE (6， 92) (AK (I)， I ~ 1， N) 

WRITE (6， 94) 

94 FORMAT (lHO， 2X，‘LABOR') 

WRITE (6， 92) (AL (I)， 1 ~ 1， N) 

DO 15 I~1 ， N 

15 Y (T) ~ALOG (Q (1)) 

NSTAGE~1 

405 DO 20 K~1 ， 11 

IF (NSTAGE. EQ. 2) GO TO 85 

、VRITE(6， 200) K 
200 FORMAT (!HO， /2X，‘COLUMN no.材料*'， I3， 1X，‘材料*') 

KK~K-1 

UNITR~(UPR-SLR) / FLOAT (KJZAMI) 

RAMDA~SLR+UNITR キ KK

IF (RAMDA. EQ. 0.5) GO TO 188 

GO TO 189 

188 RAMDA~RAMDA+O.005 

189 RHO~(2.* RAMDA-1.) / (l.-RAMDA) 

85 DO 25 L~1 ， 11 

IF (NSTAGE. EQ. 2) GO TO 744 

LL~L-1 

UNITD~(UPD-SLD) / FLOAT (KIZAMI) 

DELTA=SLD+UNITD * LL 

rF (DELTA. EQ. 0.) GO TO 741 

GO TO 712 

741 DELTA~DELTA+0.0001 

.{42 IF (DEL TA. EQ. 1.) GO TO 743 
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GO TO 744 

743 DELTA=DELTA-0.0001 

744 DO 75 1=1， N 

75 X (O=ALOG ((DELTA * (1. / AK (0判 RHO)+(1.-DELTA) * 

(1. / AL (I)料RHO))

1 ** (ー1/RHO)) 

W=O. 

DO 55 I=1， N 

55 W=W+X (T) 

Z=O. 

DO 40 1=1， N 

44 Z=Z+X (J)*X (n 

D=Z / (SキZ-W*W)

F=-W /(S*Z-WネW)

G=S/(S*Z-WホW)

P=O. 

DO 50 1=1， N 

50 P=P+Y(I) 

R=O. 

DO 60 I=1， N 

60 R=R+X (I)*Y (0 

B1=D*P+FホR

B2=F*P+G*R 

DO 70 1=1， N 

70 YHAT (I)=B2ホX (T) 

DO 80 1=1， N 

80 U (T)-YHAT (1) 

UU=O. 

DO 130 1=1， N 

130 UU=UU+U (J)*U (I) 

IF (NSTAGE. EQ 2) GO TO 410 

VALUE (L， K)=UU 

IF (L. GT. 1.) GO TO 102 

DELTAl口 SLD+UNTTD* FLOAT (KrZAMT) 

W則 TE(6， 31) RAMDA， SLD， DELTAl 

31 FORMAT (1 l-I 0， 2X，‘ RAMDA VALUE TS FTXED ATヘF7.3， 2X， 

‘AND DELTA 
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lVALUE IS VARIED FROM" F7. 3， 2X，‘TO'， F7. 3) 

102 WRITE (6， 64) L 

64 FORMAT (1HO， 2X，‘ROW NO. *ネキ" 13， lX，‘料水')

WRITE (6， 65) RAMDA， RHO， DEL T A， UU 

65 FORMAT (1H， 5X，‘ RAMDA='， F9. 5， 5X，‘RHO='. G9. 5， 5X， 

‘DELTA='， F9. 5， 

15X，‘UU='， FI5.9) 

WRITE (6， 240) Bl， B2 

240 FORMAT (1H， 5X，‘B-l='， FI5.5， 2X，‘B-2='， FI5.5) 

25 CONTTNUE 

WRTTE (6， 101) 

101 FORMAT (1HO， 2X， ‘ ………………………田・・……… ..... ……… -……… つ
20 CONTTNUE 

NSTAGE=NSTAGE+l 

LK 1=1 

LK 2=1 

SMALL=VALUE (1， 1)+1. 

DO 42 J=I， 11 

DO 42 1=1， 11 

DIF=VALUE (I， J)-Sル1ALL

IF (DIF. LT. 0.) TO TO 43 

GO TO 42 

43 SMALL=VALUE 0， .J) 

LK 2=J 

LK I=T 

42 CONTTNUE 

Fl=LK 1-1 

F2=LK 2-1 

DEL TA=SLD+ UNITD * Fl 
RAMDA=SLR+UNITR * F2 
RHO=(2. * RAMDA-l.) I (1.-RAMDA) 
SIG~A= 1. / C1.+RHO) 

WRITE (6. 47) LK2， LK1， VALUE (LKl， LK2) 

47 FORMAT (IHO， 2X， 'THE'， 13， lX，‘COLUMN'， 13， lX，‘ROW 

ELEMENT IS THE MINTM 

1UM， AND TTS VALUE IS'， FI5.9) 
WRTTE (6， 302) 
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302 FORMAT (!HO， 2X，‘THE PARAMETERS WHTCH PROVIDE THE 

LEAST VALUE OF UUつ
WRI1'E (6， 301) RAMDA， DEL1'A， RHO， SIGMA 

301 FORMAT (lHO， 2X，‘RAMDA='， FI2.8， 3X，‘DEL1'A='， FI2.8， 3X， 

‘RHO='， FI2.8， 3X， 

1 'SIGMA='， FI2.8) 

GO 1'0405 

410 Y2SUM=0. 

DO 400 T=I， N 

400 Y2SUM=Y2SUM+Y (J)水Y(T) 

DEN=((Bl * P +B2 * R)ー (P* P) / S) 

DEM= (Y2SUM -(P * P) / S) 

R2君 DEN/DEM

WRI1'E (6， 320) 

320 FORMAT (1H0， 2X，‘ACTUAL VALUES OF Yつ
WRI1'E (6， 305) (Y (1)， T = 1， N) 

WRITE (6， 316) 

316 FORMAT (!HO， 2X，‘THEORETlCAL VALUES OF Yつ
WRITE (6， 305) (YHA1' (1)， 1=1， N) 

WRITE (6， 322) 

322 FORMAT (1H0， 2X，‘DIFFERENCE BE1'WEEN AC1'UAL-AND 

THEORETICAL-VALUES 0 

lF Y') 

WRITE (6， 305) (U (1)， [=1， N) 

VARPAR=UU I (S-2) 

WRITE (6， 319) 

319 FORMAT (1H0， 2X，‘1'HE VALUES OF PARAMETERS つ
WRI1'E (6， 321) Bl， B2 

321 FORMAT (lHO， 2X， 'CONSTANT TERM='， F20.9， 5X， 'COEF-

FICTENT='， F20.9) 

PARV1=D *VARPAR 

PARV2=G*VARPAR 

WRTTE (6， 323) 

323 FORMA1' (11-10， 2X，‘VARTANCES OF PARAMETERS つ
、VRITE(6， 883) PARV1， PARV2 
888 FORMAT (lHO， 2X，‘ CONST AN1' 1'ERM'， F20. 9. 4X，・COEF-

FICTENT'， F20.9) 
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T1=Bl /SQRT (PARV1) 

T2=B2/SQRT (PARV2) 

WRITE (6， 877) 

877 FORMAT (1HO， 2X，‘T -VALUES OF THE PARAMETERS ') 

WRITE (6， 876) Tl， T2 

876 FORMAT (1HO， 2X， 'CONSTANT TER恥1'，F20.9， 5X，‘ COEF-

FICIENT'， F20.9) 

DO 303 1=1， N 
303 QQ (1)=2.71828榊 YHAT(1) 

GAMMA=2.71828料 Bl

WRITE (6，.315) 

315 FORMAT (1HO， 2X，‘FINAL RESUL TS つ
WRITE (6，330) GAMMA， B2， DELTA， RHO 

330 FORMAT (1HO， 2X，‘GAMMA=' F20.7， 5X，‘B2='， F15目7，5X，

‘DELTA='， FI5.7， 

15X，‘RHO='， FI5.7) 

WRITE (6， 335) RAMDA， SIGMA， UU 

335 FORMA T (1HO， 5X，‘ RAMDA='， FI5.9， 5X，‘SIGMA='， FI5.9， 5X， 

‘UU='， FI5.9) 

WRITE (6， 350) Bl， R2 

350 FORMAT (1HO， 2X，‘CONSTANT TERM='， FI5.9， 5X， 

‘R-SQUARE='， F8.4) 

WRITE (6， 304) 

304 FORMAT (THO' 2X，‘ THE THEORETICAL VALUES OF OUTPUT' 

WRITE (6，305) (QQ (0， 1=1， N 

305 FORMAT (1HO， 5X， 5FI9.5) 

STOP 

END 
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